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 都市は人類活動を営む場所として、その持続可能な発展を期待されている。20 世紀の都市発
展は、人口の都市への集中によって、量的な拡大と質的な変化に代表された。21 世紀では、情
報化、グローバリゼーション、社会経済情勢の変化、環境の制約など、この様な状況に応じて、
適切な都市経営を求めている。従って、都市空間発展の道程を振り返って、将来を見据えた持続
可能な都市発展の方策を考える必要がある。本研究はこの時代背景を踏まえて、持続可能な都市
空間に必要な属性を求めることを問題意識として、実証的な研究を行う。 
 
 具体的に、本研究は以下三つの課題を設定する： 
（１）都市空間の持続性の意味は何か？ 
（２）都市の空間属性とその持続性との関連性は何か？ 
（３）いかにして持続可能な都市空間を実現できるか？ 
 
 本論文は六章で構成され、第一章は序論、第二、三、四章は各論、第五章は事例研究、第六章
は結論となる。 
 
(1)では、先行研究の整理と本研究課題の設定を行った。まず、都市空間と言う概念の意味を改
めて考察した。欧米での都市空間研究の歴史を遡って、都市空間を物理的、社会経済的、知覚的
の三つの側面から捉えられるとし、都市空間の持続性はこの三つの側面から議論すべくことを明
確した。重要なのは、「都市の空間属性」と言う概念に基づいて、都市空間を上述の三つの側面
から包括的に分析できると考えられることである。各側面からの実証研究は、それぞれ第二、三、
四章の内容となっている。 
 
(2)では、主に物理空間属性と都市空間の持続性の関連性を議論した。建造環境は都市内部にお
ける交通手段の構成に影響を与えることが古くから知られているが、交通手段の構成が都市空間
の持続性にどのような影響をもたらすのかについて、あまり研究をなされていない。本章は都市
内交通手段構成の違いを切口として、都市空間属性の差異を見出すことを目的とした。日本全国
都市交通特性調査のデータ分析を行った結果、三大都市圏内の中心都市は、外出目的、曜日に関
わらず、公共交通また歩行、二輪の利用率が高い傾向がみられ、鉄道駅周辺また鉄道沿線の居住
人口、従業者の分布が目立っており、公共交通網を骨格とした高密度な都市空間を形成される。
一方、地方都市の場合、自動車の利用を依存し、公共交通網が発達していない低密度な都市空間
を形成される。大都市では、公共交通が発達した都市では、場所のアクセシビリティが高まり、
その場所の機能が長く存続することが可能だと考えられる。自動車利用を前提にした都市の場合、
市街地の外延化を招き、都市空間利用の効率が低下し、将来荒廃する恐れがある。 
 
(3)では、主に社会経済空間属性と都市空間の持続性の関連性を議論した。本章の内容は日本都
市における郊外の高齢化住宅地の持続性問題を着目し、その形成のメカニズムを解明することを
目的とした。単一核心の都市構造が有する札幌、仙台、広島、福岡四つの地方中枢都市を対象に、
各都市の居住地構造を調べた。共通点として、住宅地域住民の年齢構成と住宅地の開発年次との
相関がみられ、住宅地に同心円構造が見られることを明らかにした。国勢調査の分析から、四つ
の都市では、60 年代以前に開発された都心部は 20 代、30 代の小規模世帯が多く居住してい
る；60 年代から 70 年代にかけて、いわゆる高度成長期に開発された近郊外の住宅地では、60
代後半、70 代とその以上の高齢者世帯が多く居住し、この地域では、子供世代の転出と親世帯
の定住によって高齢化の深刻化が共通である；80 年代から 90 年代に開発された遠郊外地域では、
50 代と高齢者になる直前の世帯が多く居住している；2000 年以降に開発された都市外延部の住
宅地では、子供を持つ 30 代、40 代の子育て世帯が多く居住している。この結果に基づいて、将
来人口減少の局面に入る日本の都市の場合、住宅需要の減少によって、都市内の各地域の変容が
予測できるだろう。まず、都心地域では、もともと高齢化が経験した地域であり、90 年代以降
のマンション開発によって、若返った地域となって、賃貸住宅を主とした都心地域の住宅地は今
後の何十年間居住機能が維持できると予測できる。近郊外地域では、高齢化がさらに進行し、人
口減少段階に辿りつつあり、空き家、空き地の増加や、年少人口の減少など、今後公共交通、小
売店、生活関連施設の運営が困難となり、生活環境は一層低下し、住宅地としての機能が維持す
るのは難しくなり、さらに人口転入の障害と人口転出のきっかけとなり、今後居住地機能が衰退
していくと予測できる。遠郊外地域では、多くの人口転入が期待できる都市でない限り、これか
ら高齢化が進行する地域になるだろう。アクセスが悪い住宅地はもっと早いスピードで高齢化す
ると予測できる。最後に、いま子育て機能を発揮している都市外延部の住宅地では、まだ造成期
であるものが多いため、これからも人口が増えていくが、いずれは子供世帯の独立によって人口
減少になり、残った住民はおそらく郊外の住宅地と同様に加齢していき、住宅需要の縮小に伴い、
今後過疎化問題を招くことを示唆できる。従って、本章は日本都市の事例から、住民年齢および
世帯構成と言った社会経済属性の地域差と都市地域住宅地の持続性の関連性を明らかにした。   
 
(4)では、主に知覚的空間属性と都市空間の持続性の関連性を議論した。本章は急激な都市変容
を経験している中国都市を対象に、その都市空間の持続性問題を都市住民の立場から伺うことを
目的とした。本章の研究は既往研究の整理とフィールドワークによって、中国都市の居住空間は
建国前の伝統様式から建国後の単位住宅、商品住宅、住宅総合体（HOPSCA：商業、業務、レ
ジャー、居住など複数の機能が備える施設）のように変化していることを明らかにした。その決
定要因は建国後土地政策の変化および社会主義計画体経済体制から市場経済体制への政策転換を
裏付けられる。調査では、主に中国南西部の中心都市である四川省の省都―成都市で行った。衛
星画像による土地利用変化の判読および聞き取り調査から、成都市域における居住地の変容を描
いた。都心部では、もともとの単位の敷地の全体が再開発され、商業施設や商品住宅に転用する
現象が一般であり、それに伴って、元の住民もその地域に離れることになった。残った単位住宅
の一部は低所得の流入人口の一時的な住所となって、居住環境が低下している。このような中国
型の都市更新は、住民構成の変化によって、場所の継承性が失っている。一方、郊外部では、近
年不動産ブームによって、高層マンションの住宅団地の開発が進んでいる。マンションの住民構
成は転居してきた元の都心部の住民と地域外の移民から構成され、近隣関係はとても希薄である。
現在の中国の都市では、空間構造の変化が、収入や社会地域の違いによる居住地のセグリゲーシ
ョンも発生している。欧米の都市と異なって、土地を国が所有する中国の都市の場合、開発用地
取得の都合により、居住地のセグリゲーションがモザイク状で発生し、近接している地域に激し
い格差があるケースが多くみられる。中国の都市の再開発は、住民の流動を活発化し、場所への
定着性はとても低いと察される。政府とデベーロッパは現時点の急成長を見せる中国経済におい
て、継続的な投資によって、地域開発を維持しているが、このような開発は、他の国や、将来の
中国にとって、むしろ持続不可能だろうと考えられる。また、無計画の区画整理による都市景観
の激変は、没場所性の都市空間を大量生産によって、都市の個性や、地域の伝承性が失いつつあ
る。都市住民にとって、知覚空間の変化は元住所に離れる要素となっていた。 
 
(5)では、成熟社会に向かって、日本の地方都市における都市計画方針の転換および効果分析を
行った。いわゆる成熟社会を迎える日本は、従来の人口増加、生産拡大を前提とした都市計画の
方針を見直すことを要求されている。地方の自治体から発信された集約型のまちづくり方策は前
代未聞の少子高齢化社会に通用するかどうかが疑問視されている。従って、本章は先駆的な方針
転換を掲げた仙台市を事例に、その経緯と効果を分析することを目的とした。仙台市の平成 10
年のマスタープランでは、都市計画道路の削減、バス路線の再編、地下鉄東西線の整備計画、鉄
道沿線まちづくりの促進など、鉄軌道線を軸とした機能集約型のまちづくり方針を打ち出した。
十数年が経過した現在と方針転換前の状況を比べるため、鉄道沿線の居住人口、従業者数、土地
利用の変化を検証した。結果として、以下のことが分かった。（１）全般的に、分譲マンション
は鉄道沿いに多く立地して、沿線人口と世帯数が増えている。南北線の整備によって、都心部の
利便性が向上するため、人口と従業者数の増加が見られる（２）駅ごとを見ると、市街地開発と
駅建設の順序によって、人口増加の度合いは異なっている。すでに造成された市街地に、駅が新
設しても、明瞭な効果が見られない。用途転換の地域に、駅が新設する場合、明瞭な人口増加が
見られる（３）駅の立地によって、人口増加の度合いは異なっている。都心部の利便性が高い駅
周辺では、再開発事業が進み、人口と従業者数の増加が見られ、郊外の駅周辺では、高齢化によ
って人口減少の地域もある。ターミナル駅における人口、従業者数及び土地利用には顕著的な変
化が見られる。従って、交通機関整備と土地利用の一体化整備が事業成功のカギとなっていると
考えられる。 
 
(6) では、論文全体のまとめと将来研究の方向性を提示した。本研究を通じて、持続可能な都市
空間づくりにあたって、以下の四点を提言できる。 
1) 都市内部のアクセシビリティの向上を工夫する； 
2) 各年齢階層のニーズを満たせる多様性があるコミュニティづくり； 
3) 前世代の景観、居住文化の伝承と後世へのつながりがある安定した地域構造を図るべきであ
る； 
4) 公共交通機関整備と土地利用の一体化空間計画を取り組む。 
 
 本研究は建物のタイプ、様式と言ったハード面、および居住人口の年齢構成と言ったソフト
面；また、都市の人口分布、施設へのアクセシビリティと言ったマクロ面、および駅周辺土地利
用と言ったミクロ面から、総合的に都市空間の持続性問題を議論した。さらに、人口学の視点か
ら、住宅地開発、市街地の再開発など都市の空間問題を研究することに独創性があると考えられ
る。将来の研究として、（１）異なった空間スケール、例えば都市圏単位、都市システムの持続
性問題の検討；（２）より精密なモデルの開発によって、将来人口分布および地域構造の予測；
（３）人本主義の観点から、まちづくり是正の検討；（４）異なって政治経済環境下、都市空間
持続性の比較研究が必要だろうと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論文審査の結果の要旨 
 
将来、著しい高齢化と人口減少が予想される東アジア諸国において、都市はこれまでとは異な
る変容をみせると考えられる。馮論文は、日本を先行事例としてとらえ、主として日本の都市を
事例に、都市の持続性を検討したものである。 
 都市内のアクセシビリティ―を指標に都市の持続性を検討した第二章では、日本全国の都市を
対象に、その人口密度と自動車利用率の関係を調べた。一般に、自動車利用率は人口密度と負の
関係にあることを確認したが、低密度の都市であっても、鉄道駅と人口・雇用の配置によっては
自動車利用率を下げることがわかった。 
 高齢化に伴う都市内部の住宅地の変化の実態について検討した第三章では、日本の 4 つの地方
中枢都市を事例に分析したものである。居住地移動の流動性の低い日本においては、開発年代が
古い住宅地ほど高齢化が進んでいるという一般的傾向がみられる。しかし、もっとも古い都心付
近やその周辺部では、著しい高齢化をへたのちに人口の若年化がみられ、住宅地の年齢構成が周
期的に変動することにより持続的に利用されることがわかった。ただし、人口減少が期待される
都市において、都市外縁部の開発時期がもっとも新しい住宅地においはそのような周期的な持続
性が期待できないと予想している。 
 都市の変容のあり方が全く異なる事例として、中国の都市を検討した第四章では、政府主導の
開発・再開発によって、広い街区単位で都市空間が作り変えられる実態を明らかにした。再開発
によって住民も総入替えとなり、開発の順番によってセグリゲーションが発生している。大規模
な再開発によって都市空間の利用が維持される一方で、街区特有の景観および伝統が失われるた
め、中国経済の急成長がおさまり大規模再開発が出来なくなれば、その都市空間の持続的利用が
困難になると指摘する。 
 都市計画、特に鉄道の新設による都市の持続性の向上の可能性を検討した第五章では、仙台市
における鉄道駅の新設の効果を検討している。鉄道駅が新設されるとその周囲で人口および従業
者数が増加する一般的効果が認められるが、この効果は駅の開設と市街地の造成の順番によって
大きく異なることがわかった。 
 このように、馮論文は都市の持続性と都市空間属性との関係を多角的に検討しており、そのた
めに計測可能な指標を使用している。対象地域やその空間スケールによって、焦点となる指標は
異なるが、適切な指標を取り上げて実証的に検討している。このことは著者が自立して研究活動
を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することを示している。したがって，馮雷提出の博士
論文は，博士（理学）の学位論文として合格と認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
